
書式第１３号（法第２８条関係）

令和３年度　活動計算書（その他事業がない場合）
特定非営利活動法人　プライバシー保護教育推進研究所

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益
１　その他の収益

雑収益 1 1

経　常　収　益　計 1
【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費
（１）人件費 0 0

（２）その他経費 0 0

事業費計 0
２　管理費

（１）人件費 0 0

（２）その他経費 305,119
旅費交通費 151,040
通信運搬費 15,729
消耗品費 7,420
支払手数料 75,880
雑費 5,000
広告宣伝費 50,050

管理費計 305,119
経　常　費　用　計 305,119
当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① -305,118
【Ｃ】　経　常　外　収　益 0

経　常　外　収　益　計 0
【Ｄ】　経　常　外　費　用 0

経　常　外　費　用　計 0
当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・② 0
税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ -305,118

法人税、住民税及び事業税　・・・④ 0
前期繰越正味財産額　・・・⑤ 0

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ -305,118

事 業 報 告 用



書式第１５号（法第２８条関係）

令和３年度　貸借対照表
特定非営利活動法人　プライバシー保護教育推進研究所

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

現金預金 19,121

流動資産合計　・・・① 19,121
２　固定資産

（１）有形固定資産 0 0

（２）無形固定資産 0 0

（３）投資その他の資産 0 0

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 19,121

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

未払金 244,239
役員借入金 80,000

流動負債合計　・・・③ 324,239
２　固定負債

固定負債合計　・・・④ 0
負　債　合　計　③＋④ 324,239
【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 0
当期正味財産増減額 -305,118

正　味　財　産　合　計 -305,118

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 19,121

事 業 報 告 用



書式第１７号（法第２８条関係）

令和３年度　財産目録
特定非営利活動法人　プライバシー保護教育推進研究所

（単位：円）
科 目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

現金預金
三井住友銀行　普通預金 19,121

19,121
流動資産合計　・・・① 19,121
２　固定資産

（１）有形固定資産 0 0 0

（２）無形固定資産 0 0 0

（３）投資その他の資産 0 0 0

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 19,121

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

未払金
代表理事　藤田和重 244,239

244,239
役員借入金

代表理事　藤田和重 80,000
80,000

流動負債合計　・・・③ 324,239
２　固定負債

0 0 0

固定負債合計　・・・④ 0

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④ 324,239

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 -305,118

事 業 報 告 用



書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　プライバシー保護教育推進研究所

１． 重要な会計方針
　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正 NPO法人会計基準協議会）

によっています。

２． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
0 80,000 0 80,000
0 80,000 0 80,000

３． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）
計算書類に
計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

（貸借対照表）
役員借入金 80,000 80,000 0

貸借対照表計 80,000 80,000 0

科目

科目

合計
役員借入金

　　令和３年度　　計算書類の注記 事 業 報 告 用


